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問題と目的

施設一体型小中一貫校は非一貫校と異なり，基

本的に小学校段階から中学校段階にかけて対人関

係が継続することになる。そのため，中学校への

移行に伴い対人関係に大きな変化が生じる非一貫

校の児童・生徒とは他者に対する援助行動に違い

が生じる可能性がある。

そこで，本研究では 年度から開始した縦断

調査の初年度のデータにもとづき，援助行動に関

して小中一貫校（施設一体型）と非一貫校を比較

することを目的とする。

方 法

調査対象者 施設一体型小中一貫校 校 人，

非一貫小学校 校 人，中学校 校

人

調査内容 援助行動：片受・大貫 の大学生

用ソーシャル・サポート尺度を参考に，「評価的サ

ポート」「情報・道具的サポート」「情緒・所属的

サポート」を測定するための項目（ 項目ずつ）

を独自に作成した。

結果と考察

援助行動に関する 下位尺度得点について，学

校形態（ ）×学年（ ）の 要因の分散分析をお

こなった。全ての下位尺度について交互作用が認

められたため，単純主効果検定を行った。

評価的サポートについては， 年生では一貫校

の方が得点は高いが， 年生・ 年生では非一貫校

の得点の方が高くなっていた（ 。情報・

道具的サポートについては， 年生では一貫校の

得点が高かったが， ・ ・ ・ 年生では非一貫校

の得点が高いことが示された（ 。情緒・

所属的サポートについては， ・ ・ 年生におい

て非一貫校の得点が高くなっていた（ 。

以上の結果から， 年生の段階では援助行動は

一貫校の方が高いか差がなかったが，それ以降の

学年では全体的に非一貫校の方が得点は高いこと

が明らかになった。そのため，一貫校・非一貫校

という学校制度の違いが児童・生徒の援助行動に

影響を与えていることが示唆された。

一貫校では学校移行に伴う対人関係の変化が少

なく，既に関係が構築されていることから，児童

生徒間の援助行動が生じやすいとも考えられたが，

そのような結果は得られなかった。非一貫校より

も援助行動が少なかった背景には，対人関係が固

定化しやすいことから，親密ではない他者に対す

る援助行動が生じにくい状況があるのかもしれな

い。逆に，非一貫校では学校移行に伴い対人関係

が変化し，新たに関係を構築しなおす必要がある

ため，周囲への援助行動がとられやすくなる可能

性があるだろう。

｢評価的サポート｣得点の平均値

｢情報・道具的サポート｣得点の平均値

｢情緒・所属的サポート｣得点の平均値
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